
大阪府特定非営利活動促進法施行条例の改正（概要）

府民文化部男女参画・府民協働課
■改正の理由

　(1)特定非営利活動促進法が改正されたことを踏まえ改正を行う。
　(2)外国人登録法が廃止されることを踏まえ改正を行う。

　(3)大阪版地方分権推進制度に基づき特定非営利活動促進法に基づく事務を市町村において処理することとするため、所要の改正を行う。

■改正の内容・施行期日
(1)特定非営利活動促進法の改正に伴う改正（施行期日：平成24年4月1日）

　以下に関する必要な事項等を規定
①申請書の補正をできる範囲の設定とその手続の新設、②定款の変更の認証の申請書及び届出書に記載すべき事項の明文化、
③議事録に記載すべき事項の新設、④事業報告書等の公開のための書類提出の明文化及び謄写の手続の新設、
⑤認定特定非営利活動法人等としての認定を受けるための申請書に記載すべき事項の新設、
⑥認定の有効期間の更新申請書に記載すべき事項の新設、⑦役員報酬規程等の提出期限の設定及び公開のための手続の新設、
⑧認定特定非営利活動法人等の合併の認定を受けるための申請書に記載すべき事項の新設
　(2)外国人登録法の廃止に伴う改正（第4条関係）(施行期日：平成24年7月9日（出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律の施行日）)
・外国人登録法の廃止により市町村での外国人登録が廃止され、外国人住民が住民基本台帳の対象となることから、特定非営利活動促進法第10条第1項第2号ハに規定する住所又は居所を証する書面から外国人登録原票の記載内容を証明する市町村長の発給する文書を削除
　(3)事務処理の特例（第16条関係）
①大阪市及び堺市の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係る設立の認証に関する事務等については、権限を移譲し、当該条例に基づき当該市が処理することとしていたところ、特定非営利活動促進法の改正により、当該市が同法に基づき処理することとされたため、当該条例より当該市に係る規定を削除することとする。（施行期日：平成24年4月1日）
②豊中市の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係る設立の認証に関する事務等については、当該市が処理することとする。（施行期日：平成24年4月1日）
③和泉市、藤井寺市及び四條畷市の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係る設立の認証に関する事務等については、当該市が処理することとする。（施行期日：平成24年9月1日）
④守口市、八尾市、柏原市、門真市、東大阪市、交野市及び千早赤阪村の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人に係る設立の認証に関する事務等については、当該市又は村が処理することとする。（施行期日：平成24年10月1日）
■政策アセスメント・制度間調整

　・政策アセス：・権限移譲について政令市連携課及び市町村課と調整済み、移譲先の市及び村と調整済み
　・制度間調整：・『大阪府特定非営利活動促進法施行規則』の改正
